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⑤回答　農業政策課
　少子高齢化による労働力不足を補
うため、農業における外国人の受け入
れについては、特定技能制度があり、
相談窓口として農林水産省などを案
内する情報提供に努めてまいります。
また、外国人の就農相談にも関係機
関と連携して取り組んでまいります。

⑥回答　農業政策課
　地域の営農活動や農村集落におけ
る中心的な役割を担うリーダーの育
成は、重要なことであり支援をしていく
必要があることから、県やＪＡ等の関係
団体と連携しながら取り組んでまいり
ます。

⑦回答　農業政策課
　新規就農支援に係る市独自施策につ
いては、他市の状況を踏まえ研究してま
いります。

①回答　農業政策課
　農業資材などの価格高騰対策につ
きましては、「物価高騰対応重点支援
地方創生臨時交付金」などの国、県
の施策の動向を注視しながら、本市に
おいても、市内農業者の農業経営お
よび生産の安定化を図るための支援
に取り組んでまいります。

②回答　農業政策課
　現在、本市独自の新たな支援施策
の検討を進めております。
　併せて、既存の農業機械購入助成

2 農業資材等の価格高騰に
　 ついて
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1 担い手の育成・確保等に
　 ついて

①回答　農業政策課
　農地の貸借手続きが変更となるこ
とに伴い、広報おおた、太田市ホーム
ページおよび窓口にて周知を行ってい
るところです。また、地域計画に係る座
談会へ農地中間管理機構に出席いた
だき、農業者などに向けて制度変更の
説明をしていただいております。今後も
農地中間管理機構と連携して周知し
てまいります。

②回答　農業政策課
　地域農業の活性化には、農業の担
い手の育成と確保は非常に重要なこ
とであり、新規就農に係る国の支援メ
ニューを活用し、県、ＪＡ等と連携し、若
者などの就農に関する支援を引き続
き実施してまいります。

③回答　農業政策課
　知識および技術習得に係る研修先
として、農林大学校のほか市内で農
業研修受け入れ可能な農家を紹介し
ております。また、研修中でも受けられ
る国の就農準備資金の活用について
も、引き続き支援してまいります。

④回答　農業政策課
　農業と地域の活性化において重要
な役割を果たしている女性農業者が
活躍できる環境整備や家族協定の締
結を進めております。また、女性農業者
を増やすことについては、県やＪＡ等の
関係団体と連携しながら取り組んでま
いります。

「令和７年度太田市の農地等利用最適化「令和７年度太田市の農地等利用最適化
推進施策に関する意見書」を提出しました推進施策に関する意見書」を提出しました
　農業委員会は、８月２２日に令和7年度の農政関係予算の編成に当たり、長島
佳男会長を代表として清水聖義市長に直接意見書を手渡し、内容の説明と農業
者が希望を持てる施策を講じるよう要望いたしました。
　９月４日に市から意見に対する回答がありました。

事業の見直しも含め、早期実施に向
けて、取り組んでまいります。

①回答　学校教育課
　太田市内小学校２４校および義務
教育学校１校の全ての学校で、食農
教育の一環として農業体験学習ある
いは、栽培学習に取り組んでいます。
各学校では、１年生から６年生までの
さまざまな学年で生活科や理科、総
合的な学習の時間などを利用して、
サツマイモ、トマト、ナス、ピーマン、キュ
ウリ、米などの作物の栽培を行ってい
ます。また、この経験を発展させ、中学
校や義務教育学校後期課程において
も技術科などの授業において栽培を
行っています。
　これらの体験や活動は、作物を栽培
することの喜びや収穫までの一連の
過程を通じて、子どもたちが食と農と
地域の自然環境への関わり、食の大
切さや地域の食文化、命と健康、生命
への畏敬の念を理解するとともに、自
然を慈しむ気持ち、生産者への尊敬と
感謝の気持ちなどを育み、豊かな心を
育てるための学習となっています。
　太田市教育委員会では、合併後の
平成１８年度から毎年、農業体験活動
事業の指定校を決め、次世代を担う
子どもたちに対しての食農教育が円
滑に行われるように努めているところ
です。今後も、各校の取り組みが充実
したものとなるよう継続して支援する
とともに、消耗品の購入や講師謝礼な
どの予算措置の面でも農業体験活動

3 食農教育と地産地消の推進
　 について

を後押しし、各校での「食農教育」を
支援していこうと考えています。

②回答　農業政策課
　地場産農産物のＰＲと地産地消の
取り組みにつきましては、道の駅おお
たを地産地消の拠点として地元出荷
者の拡大に取り組み、併せてＯＴＡマル
シェや各種ＳＮＳを活用し、市内外の多
くの人に対し普及啓発に取り組んで
おります。また、ブランド力向上につな
がる栽培技術の支援などにつきまして
は、技術指導を行う県やＪＡ等との連
携の強化を図り支援してまいります。

③回答　農業政策課
　農産物の食品ロスの低減と消費拡
大の推進につきましては、関係各課お
よび関係団体と連携し取り組んでまい
ります。

　回答　学校施設管理課
　学校給食において、規格外野菜な
どの使用については、給食に活用する
ドレッシングやケチャップなどの地場
産加工食品の製造過程の中で、一部
規格外野菜などの使用について業者
などに依頼していきたいと思います。
　また、規格外野菜などの直接の使
用については、調理工程の工夫など
が必要になってくることから研究してい
きたいと考えます。
　今後もご意見・ご要望を踏まえ、各
学校と連携して、より良い給食の提供
に努めるとともに、地産地消の取り組み
を推進していきたいと考えております。

裏面へ続きます
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「農業者年金」で明るく豊かな老後を

●農業者は広く加入できる
●終身年金。老後を最後までサポート
●全額社会保険料控除で大きな節税効果
●保険料が自分で選べて、いつでも見直せる
●条件を満たせば、月額最大１万円の国庫補助
●少子高齢時代に強い積立方式・確定拠出型の年金

※加入について詳しくは農業委員会事務局（ 0276-20-9715）まで
問い合わせください。

経営移譲年金・特例付加年金受給者の人へ
　経営移譲（経営継承）後に農地を売買・交換・貸借・返還・転用などをした
ときに、経営移譲年金や特例付加年金が止まる場合があります。農地を
移動する場合は、事前に農業委員会に相談ください。

農業者年金の6つのメリット

３つの要件を満たす人は…

農業者年金に
加入できます！

1 国民年金第１号被保険者

2 年間６０日以上農業に従事
3 ６０歳未満

（国民年金保険料納付免除者を除く）

※60歳以上65歳未満で農業に従事する国民年金の任意加入被保険者も加入可能です。

令和７年１月の農地法許可申請の
受付期間を延長します

　１月６日㈪から１０日㈮までの受付期間を１月１５日㈬まで
延長します。
※�２月・３月の農地転用許可申請は、地域計画策定に伴う手続きのため
受け付けすることができません。地域計画策定後に市街化区域以外
の農地を転用する場合には、あらかじめ地域計画から除外する必要が
あります。詳しくは、農業政策課のホームページをご覧ください。

「家族経営協定」で
充実した家族農業経営を！

　家族で農業経営を始めてから長
い人も短い人も、家族経営について
もう一度家族みんなで話し合ってみ
ませんか。
　仕事の役割分担をはじめ、休日の
取り方や給料についてなど、家族で
意見を交換しながら、それぞれの家
族に合った「家族経営協定」をつくっ
ていきましょう。

※家族経営協定を結ぶと、認定農業者の共同申請や農業者年金の国庫
補助等の制度を利用できる場合があります。

　�家族経営協定を結ぶ際は、農業委員会事務局（ 0276-20-9715）ま
で問い合わせください。

協定締結までの手順協定締結までの手順

1 まずは話し合い

2 対策を考える

3 協定を結ぶ

4 協定の実行と見直し

農業委員、農地利用最適化推進委員を紹介します
　４月から欠員となっていた農業委員、農地利用最適化推進委員が決ま
りました。任期は令和８年７月１９日までです。

農業委員
津久井　準一郎
（生品地区）

農地利用最適化推進委員
佐藤　慎吾
（木崎地区）

①回答　農業政策課
　遊休農地対策については、市単独
事業として実施している「耕作放棄地
対策補助金」と「耕作放棄地再生事
業奨励金」が主な制度でありますが、
引き続きこれらの事業の周知拡大に
努めるとともに、国や県の事業活用を
考え、それぞれの地域の課題に対応で
きるよう取り組んでまいります。

②回答　農業政策課
　地域計画は、おおむね５年ごとの見
直しを見込んでおります。地域での話
し合いを基に、随時更新しながら徐々
に完成度を高め、地域の中心的な担
い手の農地を集積・集約化が進むよ
う取り組んでまいります。

③回答　農業政策課
　農地は、所有者により適正な管理を
行うことが義務づけられています。しか
し、所有者の事情により自身で管理で
きないとの相談があった場合は、ＪＡ等
を活用して管理する方法などの情報提
供をしております。また、地域計画に耕
作可能な担い手を位置づけて、遊休農
地化させないよう努めてまいります。

①回答　農村整備課
　農地の基盤整備につきましては、効
率的な農作業環境の整備に向け、国
や県の補助を活用し、順次事業を実
施しております。予算につきましても、
基盤整備の重要性を鑑み、財政当局
と協議のうえ、引き続き事業費の確保
に努めてまいります。

5 農業の基盤整備対策について

②回答　農村整備課
　多面的機能支払交付金制度の周
知につきましては、地域計画の座談会
や農業関係者を対象とした会議など
でPR活動を行っております。また、地
区の要望に応じ、地元集会所などで
の説明会を開催しております。
　今後も利用拡大に向けた取り組み
に努め、地区と連携を図りながら、制
度を積極的に推進していきたいと考え
ます。

回答　農業政策課
　太田市では、イノシシやシカなど有
害鳥獣による被害対策について、下草
刈りや放任果樹伐採などの「生息環境
管理」、防護柵購入費補助による「被
害防除対策の推進」、そして被害地区
と連携した「捕獲の強化」の３つの対

6 有害鳥獣対策について

策を組み合わせて実施してまいります。
　アライグマの捕獲については、小型
獣捕獲檻の貸し出しのほか、専門家に
よる地域調査を実施するなど、捕獲体
制を強化してまいります。

回答　人事課
　農業委員会事務局の体制強化に
ついては、他課の職員配置状況と照ら
し合わせて、定年延長職員および再
任用職員を含む正規職員の他、会計
年度任用職員の適正な配置に心掛け
ていきたいと考えます。

7 農業委員会事務局の
　 体制強化について

4 遊休農地対策について

HP


